
電子提供措置の開始日2023年９月５日

第24期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

第24期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）

① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

株式会社ＡｍｉｄＡホールディングス

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://www.amida.holdings/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供してお
ります。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

法令、定款等の遵守を目的として、コンプライアンスに関する規程を定め、取締役自らが率先垂
範します。また、研修等を通し、コンプライアンス体制の推進を図ります。
「組織規程」の職務分掌表及び職務権限基準により、職務の範囲や権限を定め、適切な牽制が機

能する体制とします。
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、適切かつ確実に検索が容
易な状態で、情報種別に応じて定められた期間、保存・管理いたします。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
企業活動に関連する損失の危険については、経営環境の変化に対応しながら、「リスク管理方針」

に基づき管理します。
新たに生じたリスクについては、代表取締役がリスクの内容により適当と定めた責任部門を指定

し、リスク管理体制を明確化します。
内部監査はリスク管理状況を監査し、その結果を取締役及び監査役会に文書で報告します。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
「組織規程」の職務権限基準及び決裁ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体

制を確保いたします。また、職務執行の効率性を高めるため、各部門の業務進捗状況を取締役及び
執行役員を含む、全グループ部長会で部門責任者より報告を受け、全社的な業務の効率化を図る体
制といたします。

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社グループは、「子会社管理規程」「子会社管理決済権限基準」により業務の適正確保に努めて

まいります。
子会社は、規程に基づく特別の事項については、グループ統括管理本部担当取締役への報告、承

認、決裁を義務付け、重要事項については、取締役会決裁事項としております。
子会社は規程等に基づいてリスク管理を行い、重要事項については統括責任者及びグループ統括

管理本部と協力して管理いたします。
子会社を内部監査による定期的な監査の対象としており、監査の結果は代表取締役社長に報告す

る体制としております。
（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

と当該使用人の独立性に関する事項
監査役会の必要とする時に備え、業務補助のための部門を内部監査と定め、その人事については

監査役会の同意を得ることとしており、業務補助を行う場合、監査役の指示に従って職務を行うこ
ととしております。

（7）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び報告した者が当該報告をしたことを理由と
して不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制、ならびに、その他監査役の監査が実
効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は取締役会、コンプライアンス委員会等に出席及び全グループ部長会議等の議事録を閲
覧し、経営状況、リスク管理、コンプライアンス等、当社及び当企業集団全般にわたる報告を
受ける体制としております。また、監査役が必要と判断したときは、いつでも取締役及び使用
人等、ならびに子会社の取締役及び使用人等に対して報告を求めることができることとしてお
ります。

② 会社の信用や業績等に大きな影響を与える恐れのある事象や、法令・定款・社内規程等に違反
する重大な行為等が発見されたときは、速やかに監査役に報告される体制を構築します。
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③ 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保する体制としております。

④ 監査役と代表取締役、内部監査、会計監査人との間でそれぞれ定期的な意見交換会を実施しま
す。

（8）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還の請求をしたときは、当該監査

役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等の処理を行います。
（9）財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法等の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め、統制活動を強化し、有効か
つ正当な評価ができるように内部統制システムを構築し、適切な運用に努めることにより、財務報
告の信頼性と適正性を確保いたします。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行について
当事業年度において、取締役会を14回開催しており、経営上の意思決定を行うとともに、取締

役及び使用人の職務執行が法令及び定款その他の各種規程に適合するように監督を行いました。ま
た、全グループ部長会を12回、コンプライアンス委員会を５回開催しており、必要に応じて質問
や意見交換を行っております。

（2）監査役の職務の執行について
① 監査役は、当社の代表取締役、取締役、幹部社員を対象に面談を実施しました。
② 監査役は、決算報告会で代表取締役、会計監査人との間で、意見交換を実施しました。
③ 監査役は、内部監査部門との間で、積極的な連携を図るため、必要に応じて会合を実施しまし
た。

④ 常勤監査役は、毎月開催される、当社の取締役及び執行役員が出席する全グループ部長会にお
いて、経営の課題の把握と対応方針、各種リスクなどを把握するため会議に出席し、非常勤監
査役に情報の共有化を図っております。

３．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備の状況
倫理・行動規範に、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方として、反社会的勢力・団体に対し

て毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するとともに、反社会的勢力・団体の活動を助長もしく
は加担するような行為は行わないことを定めます。また、同倫理・行動規範については、常時社内に
掲示し、教育・周知徹底を図ります。
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連結株主資本等変動計算書

（20222023
年
年
7
6
月
月
1
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計

当連結会計年度期首残高 79,913 69,913 2,027,134 △294 2,176,666 2,176,666

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △77,845 △77,845 △77,845

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 293,687 293,687 293,687

当連結会計年度変動額合計 － － 215,842 － 215,842 215,842

当連結会計年度末残高 79,913 69,913 2,242,977 △294 2,392,509 2,392,509

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
連結子会社の数 ２社
主要な連結子会社の名称 株式会社ハンコヤドットコム

株式会社ＡｍｉｄＡ

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
商 品 総平均法
仕掛品 総平均法
原材料及び貯蔵品
原材料 総平均法
貯蔵品 最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～32年
機械装置及び運搬具 ３年～11年
工具、器具及び備品 ３年～15年

ロ．無形固定資産
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
その他の無形固定資産 定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。
なお、当連結会計年度は貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定債権がないため、貸
倒引当金を計上しておりません。

ロ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給見込額の
100％相当額を計上しております。なお、2016年６月13日に役員退職慰労金
規程の改正を行い、2016年７月以降の役員退職慰労金の新規積立を停止してお
ります。そのため、当連結会計年度での役員退職慰労引当金の新たな繰入れは
行っておりません。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社グループは印鑑及びスタンプ等をインターネット通販サイトにて販売しております。
EC通販事業では、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っており、顧客に商品又
は製品を納品した時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しています
が、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時
に収益を認識しております。
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２．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社はＥＣ通販事業を主としており、主要な顧客との契約から生じる収益を主要な財又はサービスに分解した情報
は以下のとおりであります。

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

商
材
区
分

彫刻 1,817,478
スタンプ 839,323
印刷 224,708
その他 130,015
内部売上高 △44

顧客との契約から生じる収益 3,011,482
その他の収益 ―
外部顧客への売上高 3,011,482

（2）収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（4）会計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等
契約負債は、顧客に付与したポイントのうち期末時点において履行義務を充足していない残高であります。

（単位：千円）
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 81,600 79,138
契約負債 7,076 8,553

② 残存履行義務に配分した取引価格
全て当初の予想期間が１年以内の契約であるため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

３．追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）
新型コロナウイルス感染症拡大による当社グループ業績への影響は現時点では限定的であり、当連結会計年度の
見積りに大きな影響を与えるものではないと判断しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 469,932千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,208,200株 －株 －株 4,208,200株
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（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年９月22日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 77,845千円 18.50円 2022年６月30日 2022年９月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年９月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 77,845千円 18.50円 2023年６月30日 2023年９月29日

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金は内部資金を活用しております。一時的な余資は主に
流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金も同様に内部資金を活用しておりますが、一時的な不足
については、金融機関の当座貸越枠を利用する予定であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期限であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的に把握し、取引相
手ごとに与信枠及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、為替の変動リスクについて、定期的に市場金利の状況を把握することにより管理しており
ます。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新し、常に半年先の状況
を把握することにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2023年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、「現金及び預金」、「売掛金」、

「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ものであることから、記載を省略しております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し
ております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する
レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 568円58銭
（2）１株当たり当期純利益 69円80銭
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８．重要な後発事象に関する注記
（ラクスル株式会社による当社普通株式に対する公開買付けの実施）
当社は、2023年８月10日開催の取締役会において、ラクスル株式会社（以下「公開買付者」といいます。）によ
る当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に
賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨することを決議
いたしました。
なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続きにより当社を公開買付者の完
全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われた
ものです。

１．公開買付者の概要

（１） 名称 ラクスル株式会社

（２） 所在地 東京都品川区上大崎二丁目24番９号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長CEO 永見 世央

（４） 事業内容
印刷・集客支援のシェアリングプラットフォーム、広告のプラットフォー
ム他

（５） 資本金 2,742百万円（2023年7月31日現在）

（６） 設立年月日 2009年９月１日

（７）

大株主及び持株比率
（2023年１月31日

現在）
（注１）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

松本 恭攝

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505303

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）RE IEDU
UCITS CLIENTS NON TREATY ACCOUNT 15.315
PCT

THE BANK OF NEW YORK 133652

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140051

THE BANK OF NEW YORK 133612

日本生命保険相互会社

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505019

19.19％

16.84％

9.44％

3.23％

3.16％

2.55％

2.22％

2.06％

1.63％

1.61％

（８） 当社と公開買付者の関係

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への
該当状況

該当事項はありません。

（注１）「大株主及び持株比率」については、公開買付者が2023年３月10日に提出した第14期第２四半期報告書の「大株主の状況」より引
用しております。
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２．買付け等の価格
当社株式１株につき、951円

３．買付け予定の株券等の数
買付予定数 4,207,846株
買付予定数の下限 2,805,200株
買付予定数の上限 － 株

４．買付け等の期間
2023年８月14日（月）から2023年９月25日（月）まで（30営業日）
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株主資本等変動計算書

（20222023
年
年
7
6
月
月
1
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 79,913 69,913 69,913 1,063,000 128,386 1,191,386 △294 1,340,918 1,340,918

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △77,845 △77,845 △77,845 △77,845

当 期 純 利 益 147,270 147,270 147,270 147,270

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 69,425 69,425 － 69,425 69,425

当 期 末 残 高 79,913 69,913 69,913 1,063,000 197,812 1,260,812 △294 1,410,344 1,410,344

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 移動平均法に基づく原価法としております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
貯蔵品 最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備は定額法によっております。

② 無形固定資産
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
その他の無形固定資産 定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。
なお、当事業年度は貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定債権がないため、貸倒引
当金を計上しておりません。

② 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給見込額の
100％相当額を計上しております。なお、2016年６月13日に役員退職慰労金
規程の改正を行い、2016年７月以降の役員退職慰労金の新規積立を停止してお
ります。そのため、当事業年度での役員退職慰労引当金の新たな繰入れは行っ
ておりません。

（4）収益及び費用の計上基準
当社はグループを統括する純粋持株会社であり、当社の収益はグループ会社からの経営指導等の業務受託及び受
取配当金により主に構成されています。業務受託の契約は、グループ会社に対する経営の指導及び管理業務の役務
提供を履行義務としております。当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、契約期間にわたって収益を計
上しております。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって計上しております。

２．追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）
新型コロナウイルス感染症拡大による当社業績への影響は現時点では限定的であり、当事業年度の見積りに大き
な影響を与えるものではないと判断しております。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 30,689千円
（2）関係会社に対する金銭債権債務

長期金銭債権 42,962千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 営業収入 443,415千円
② 営業費用 1,320千円
③ 営業取引以外の取引高 263千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 354株 －株 －株 354株

６．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 2,358千円
役員退職慰労引当金 26,423千円
その他 1,310千円
繰延税金資産小計 30,092千円
評価性引当額 △26,423千円
繰延税金資産合計 3,669千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別内訳
法定実効税率 34.6％
（調整）
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.5％
住民税均等割 0.2％
軽減税率の適用 △0.7％
その他 △0.5％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.1％

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の
名称又は氏名 所 在 地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
（被 所 有）
割合（％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社
株 式 会 社
ハンコヤド
ッ ト コ ム

大 阪 市
西 区 10,000 ＥＣ通販事業

所有
直接
100.0

役員の兼任
経営の管理・
監督・指導等

経営指導料
等の受取 355,190 － －

受取配当金 53,440 － －

グループフ
ァイナンス 30,234 関 係 会 社長期貸付金 37,225

利息の受取 229 － －

子会社 株 式 会 社
ＡｍｉｄＡ

大 阪 市
西 区 10,000

デ ジ タ ル
マーケティ
ン グ 事 業

所有
直接
100.0

役員の兼任
経営の管理・
監督・指導等
及びシステム
利用料

経営指導料
等の受取 34,784 － －

システム利用
料等の支払 1,320 － －

グループフ
ァイナンス 4,615 関 係 会 社長期貸付金 5,737

利息の受取 33 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
・経営指導料及びシステム利用料については、経営の管理・監督・指導及びシステム利用に関する業務委託契約
に基づき決定しております。
・グループファイナンスについては、市場金利を勘案した合理的な利率を設定しており、貸付期間・返済方法に
ついては包括金銭取引に関する契約に基づき決定しております。また、取引金額については資金の貸付残高の
純増減額を記載しております。

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 １．重要な会計方針に係る事項に
関する注記 （4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため記載を省略しております。
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９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 335円17銭
（2）１株当たり当期純利益 35円00銭

10．重要な後発事象に関する注記
（ラクスル株式会社による当社普通株式に対する公開買付けの実施）
当社は、2023年８月10日開催の取締役会において、ラクスル株式会社（以下「公開買付者」といいます。）によ
る当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に
賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨することを決議
いたしました。
なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続きにより当社を公開買付者の完
全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われた
ものです。
詳細は、「連結注記表 8．重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりです。

― 12 ―

2023年08月21日 15時39分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20221223_01）


